
○　 篠山市の行政コスト計算書

（１）普通会計の行政コスト計算書（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

行政コスト　１９５億２千万円 収入　１８８億７千万円

使用料・手数料等
人にかかるコスト 　　　１３億６千万円（７.２％）
　　　４６億２千万円 国庫・県支出金
　　（２３.７％） 　　　１８億５千万円（９.８％）

物にかかるコスト
　　　７９億２千万円
　　（４０.６％） 一般財源

　　１５６億６千万円
　　（８３.０％）

移転支出的なコスト
　　　５５億円
　　（２８.２％）

その他のコスト
　　　１４億８千万円（７.５％）

（２）　行政コスト計算書の作成方法

①　対象とする会計と年度

　・普通会計の平成１７年度決算（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

②　基礎とした数値と計上コストの範囲

　・平成１７年度の決算統計データ。（地方財政状況調査として国への報告数値）
　・現金出納だけでなく、その年度に市民に提供した行政サービスに要したすべてのコスト（現金支出
　　に、減価償却費、不納欠損額、退職給与引当金等の非現金支出を加えたもの）を計上しています。
　・現金主義経理を行っている普通会計を発生主義によりその発生した年度に正しく費用が割り当て
　　られるように一部調整を行っています。（減価償却、引当金繰入等）

①　人にかかるコスト

議員報酬や職員給などの人件費と退職給与引当金繰入で、行政サービスを提供する職員等に要する経費。

②　物にかかるコスト

光熱水費などの物件費、施設の修繕などの維持補修費、建物の減価償却費など行政サービスの提供にあ

たり市が最終消費者として負担する経費。

③　移転支出的なコスト

医療費などの扶助費、補助金などの補助費、下水道事業や介護保険事業などの特別会計への繰出金、普

通建設事業費（他の団体等への補助金等）など、支出の相手方で効果が生じる経費。

④　その他のコスト

災害復旧費、公債費のうちの利子分、市税等の不納欠損額など、上記の３つのコストに属さない経費。

用
語
解
説

　篠山市の平成１７年度行政コスト計算書は、次の通りです。　これによると、一年間の行政サービスに要した
コストは１９５億２千万円となっており、このコストを性質別に見ると、最も多いのが物件費などの「物にかかるコ
スト」で７９億２千万円、ついで扶助費などの「移転支出的なコスト」が５５億円となっています。　またこの財源と
なる収入項目では、使用料や国県支出金が３２億１千万円で残りは市税等の一般財源で賄いました。

　 篠山市では、総務省の「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会」　が平成１３年３月に報
告した作成基準に基づいて作成しています。

　（普通会計：自治体における決算の統計上統一的に用いられる会計区分で、篠山市の場合は一
般会計と住宅資金特別会計、診療所特別会計、観光施設事業特別会計を合わせたもの）作

成
基
準
等



（３）　行政目的別コスト計算書

①行政目的別コスト計算書

　 行政目的別のコスト計算書を作成することにより、各分野別の１年間の行政活動にどれだけのコスト

が生じているかを把握することができます。

　 篠山市においては、医療費・生活保護などの扶助費や国民健康保険、介護保険などの特別会計への

繰出金が多い民生費のコストが４１．８億円と最も多く、全体の２１．４％を占めています。　ついで学校や

社会教育施設に係る物件費や人件費が多い教育費が３２．３億円、土木費が３０．７億円の順となってい

ます。

②行政目的別コストの前年度比較

　 行政目的別コストの前年度との比較を行うと、その他の３億４千万円（９４．４％）の増については、災害

復旧に要したコストによるものです。総務費の２億１千万円（８．１％）の減については施設の委託経費の

組み替えによる減です。土木費の１億９千万円（６．６％）の増については、下水道事業への繰出金の増に

よるものです。教育費の１億５千万円（４．９％）　については施設の維持管理経費やひょうご国体の準備経

費による増です。また、総じて各項目が減少しているのは人件費の減によるものです。

（単位：億円、％）

（Ａ）
構成比
（％）

（Ｂ）
（B）/（A）
（％） （Ｃ）

構成比
（％）

（Ｄ）
（Ｄ）/（Ｃ）
（％）

（Ａ）-（C）
伸び率
（％）

（Ｂ）-（D）
伸び率
（％）

195.2 100.0 163.2 83.6 192.1 100.0 150.5 78.3 3.1 1.6 12.7 8.4

3.4 94.4 1.1 39.3

△ 0.8 △ 7.3 △ 0.6 △ 5.6

1.5 4.9 7.9 35.7

0.3 4.1 0.1 1.4

1.9 6.6 4.0 16.3

△ 0.2 △ 4.5 △ 0.2 △ 5.0

△ 0.4 △ 2.5 1.2 8.8

△ 1.3 △ 5.6 △ 1.2 △ 6.9

0.8 2.0 0.1 0.4

△ 2.1 △ 8.1 0.3 1.5

差　　　　引

行政コスト 所要一般財源所要一般財源

2.8 77.8

平成１７年度 平成１６年度

22.1 71.8

10.7 97.3

24.6 85.4

7.2 97.3

74.4

13.7 86.2

4.0 90.9

20.6 79.8

27.4 66.8

合　計

７ 消防費

８ 教育費

９ 公債費

10 その他

３ 衛生費

４ 農林費

５ 商工費

６ 土木費

１ 総務費

行政コスト

17.4

２ 民生費

所要一般財源 行政コスト

23.7 12.2 20.9 88.2 25.8 13.4

21.3

12.2

41.8 21.4 27.5

22.1 11.3 16.2 73.3

96.1

65.8 41.0

15.9

23.4

8.3

4.2 2.2 3.8 90.5 4.4 2.3

15.5 7.9 14.9

3.9

30.7 15.7 28.6 93.2

7.7 3.9 7.3 94.8

28.8

32.3 16.6 30.0

10.2 5.2 10.1

1.9

92.9 30.8 16.0

7.0 3.6 3.9

15.0

7.4

99.0 11.0 5.7

55.7 3.6

総務費　23.7億円
（12.2％）

民生費　41.8億円
（21.4％）

衛生費　22.1億円
（11.3％）

農林業費　15.5億円
（7.9％）

公債費　10.2億円
（5.2％）

商工費　4.2億円
（2.2％）

土木費　30.7億円
（15.7％）

その他　7.0億円
（3.6％）

消防費　7.7億円
（3.9％）

教育費　32.3億円
（16.6％）



（４）　性質的別コスト計算書

①性質別コスト計算書

　 性質別の行政コスト計算書を作成することにより、１年間のコストの内容を把握することができます。

　 篠山市においては、公共施設が多いこともあり、物件費や維持補修費、減価償却費などの「物にか

かるコスト」が７９．２億円（４０．６％）と最も多く、ついで扶助費や繰出金、補助金等からなる「移転支

出的なコスト」が５５．０億円（２８．２％）、人件費などからなる「人にかかるコスト」が続いています。

②性質別コストの前年度比較

　 性質別コストの前年度との比較を行うと、「人にかかるコスト」のうち人件費は、定員適正化計画等に

よる職員の人員削減や手当の削減に取り組んでいることにより１億５千万円（３．４％）の減となっています。

「物にかかるコスト」では、施設の維持管理経費の削減等により１億２千万円（３．４％）の減となりました。

「移転支出的なコスト」は特別会計への繰出金の増や伝統的建造物群保存地区への補助金の増等により

３千万円（０．５％）の増となっております。「その他のコスト」については、台風等による災害復旧事業のた

（単位：億円、％）

（Ａ）
構成比
（％）

（Ｂ）
構成比
（％）

（Ａ）-（Ｂ）
伸率
（％）

46.2 23.7 46.8 24.4 △ 0.6 △ 1.3

人件費 42.5 21.8 44.0 22.9 △ 1.5 △ 3.4 総務費、教育費減

退職給与引当金繰入等 3.7 1.9 2.8 1.5 0.9 32.1 各項目増

79.2 40.6 78.3 40.8 0.9 1.1

物件費 34.0 17.4 35.2 18.3 △ 1.2 △ 3.4 総務費、衛生費減

維持補修費 0.7 0.4 0.9 0.5 △ 0.2 △ 22.2 土木費減

減価償却費 44.5 22.8 42.2 22.0 2.3 5.5 教育費増、総務費減

55.0 28.2 54.7 28.5 0.3 0.5

扶助費 15.7 8.1 16.1 8.4 △ 0.4 △ 2.5 民生費減

補助費等 10.5 5.3 10.4 5.4 0.1 1.0 消防、衛生費増

繰出金 26.3 13.5 24.8 12.9 1.5 6.0 民生費、農林水産業費増

普通建設事業費（補助等） 2.5 1.3 3.4 1.8 △ 0.9 △ 26.5 衛生費減

14.8 7.5 12.3 6.3 2.5 20.3

災害復旧事業費 4.6 2.3 1.4 0.7 3.2 228.6 災害復旧費増

公債費（利子のみ） 10.2 5.2 10.9 5.6 △ 0.7 △ 6.4

不納欠損額 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

195.2 100.0 192.1 100.0 3.1 1.6

め２億５千万円（２０．３％）の増となっております。

主な増減内容

人にかかるコスト

比　　較

　　　合　　　　　計

その他のコスト

物にかかるコスト

移転支出的なコスト

平成１７年度 平成１６年度

人にかかるコスト
46.2億円
（23.7％）

物にかかるコスト
　79.2億円
（40.6％）

移転支出的なコス
ト　55.0億円
（28.2％）

その他のコスト
14.8億円
（7.5％）



（５）　市民一人あたりの行政コスト計算書

　 市民１人あたりの行政コスト計算書を県内の他の都市と比較することにより、篠山市の行政コストの

状況について目的別及び性質別に相対的な評価をすることができます。　

篠山市の市民１人あたりの行政コストは、４１万７千円と昨年とほぼ同じで、県内の類似市の平均と比較

するとやや低い状況にあります。これは、比較対象の都市が合併等により以前と状況が変化し本市と近

い状況になったためと考えられます。しかしながら、項目によってはコストが高くなっているものもあり、

引き続きコストの削減に取り組んでいく必要があるといえます。

①市民１人あたりの性質別コスト計算書

　 １人あたりのコストを性質別に見ると、「人にかかるコスト」は９万９千円で類似市と比較して多い額

となっています。これは 合併したことがその大きな要因ですが、引き続き人件費の削減に努める必要

があります。また、「物にかかるコスト」は類似市と昨年より差が縮まっていますが１．１倍となっています。

これは、施設整備がすすみ資産が増えた結果それに伴う減価償却費が９万５千円と高いことが要因です。

逆に「移転支出的なコスト」は扶助費や補助費等が比較的低いため類似市に比べて少なくなっています。

　 ただ類似市においては、「ごみ、し尿、消防」といった業務を広域行政事務組合で行っている場合もあり

これらの業務に係る人件費や物件費が行政コスト計算書上の補助費等に区分されることから、単純な比

較は難しく、市民１人あたりの「人や物にかかるコスト」が高くなっている要因のひとつと考えられます。

市民１人あたりの金額
（単位：千円）

篠山市 類似市平均 Ａ　市 Ｂ　市 Ｃ　市 Ｄ　市 Ｅ　市

人にかかるコスト 99 83 72 66 82 78 117

物にかかるコスト 169 149 97 89 152 148 258
移転支出的なコスト 117 157 136 134 149 130 235

その他のコスト 32 52 10 7 137 22 82

合　　　　　計 417 441 315 296 520 378 692

市民１人あたりの性質別行政コスト
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②市民１人あたりの目的別コスト計算書

　 次に１人あたりのコストを目的別に見ると、類似市と同様に民生費が８万９千円と最も多くなっていますが、

１人あたりの金額ではやや低い水準となっています。逆に、教育費では１万８千円、土木費が１万３千円、総

務費が６千円と１人あたりの金額が多額となっています。これは、特に人件費や物件費などの「人、物にかか

るコスト」が類似市に比べ１．１倍となっていることがその要因です。ただ、類似市も本市と同様合併により公

共　施設が多くなりその維持管理に係る人件費などが以前より多くなっているためコスト合計で比較すると昨

年までとは逆に本市の方が少ない状況となっています。

市民１人あたりの金額
（単位：千円）

篠山市 類似市平均 Ａ　市 Ｂ　市 Ｃ　市 Ｄ　市 Ｅ　市

民生費 89 103 82 87 110 97 136

教育費 69 51 37 39 48 63 66

土木費 66 53 37 49 49 48 83

総務費 51 45 37 35 62 44 48

衛生費 47 61 54 40 47 39 124

その他経費 95 128 68 46 204 87 235

合　　　　　計 417 441 315 296 520 378 692

市民１人あたりの目的別行政コスト
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（６）　事業別の行政コスト計算書

　 目的別の行政コスト計算書を細分化することで、市民に身近な事務事業について、行政コスト計算書

を作成しました。　これにより、そのコストや財源などについて参考とすることができます。　

　 なお、今回の事業別のコスト計算書については、総務省基準等に基づきながら算定を行っているため

他の資料で示された数値と異なる場合があります。

①　市民課窓口業務（戸籍住民基本台帳事務経費）

　 住民登録や印鑑登録、出生届や戸籍謄本

の発行など市民課の窓口業務に要する経費

です。　内訳は、窓口業務に携わる人にかか

るコストと事務用コンピューターなど物にかか

るコストがほぼ半分ずつを占めています。

　 また、全体コスト５，３６０万円に対して手数

料等の特定財源を除く、２，６５２万円に市税

移転支出的 等の一般財源が充てられました。

なコスト

１万円

（０.０％）

５，３６０万円

２，６５２万円

②　市立保育園

　 児童の保育を行うために要する市立保育園

７園（分園含む）の管理運営経費です。

　 内訳は、保育士の人件費など人にかかるコ

コストが最も多く、次いで保育にかかる給食費

物にかかるコスト や保育材料など移転支出的なコストが多くなっ

５，９４４万円 ています。

（１５．２％） 　 また全体コスト３億９，１８１万円に対して、保

育料や国・県の補助金等の特定財源を除いた、

１億９，８１３万円に市税等の一般財源が充てら

れました。

３億９，１８１万円

１億９，８１３万円

７百円

４百円

住民票・戸籍謄本等発行
１件あたりコスト

住民票・戸籍謄本等発行
１件あたりコスト

１，６９１万円

人にかかるコスト

３，６６８万円

（６８．４％）

（市税等）物にかかるコスト

（３１．６％）

〔財　　源〕〔コスト（経費）〕

２，６５２万円

（４９．５％）

特定財源

（手数料等）

２，７０８万円

（５０．５％）

一般財源

〔コスト（経費）〕 〔財　　源〕

特定財源

人にかかるコスト （保育料等）

２億１，６３９万円 １億９，３６８万円

（市税等）

（５５．２％） （４９．４％）

（２９．６％）

全体コスト

一般財源

移転支出的なコスト １億９，８１３万円

１億１，５９８万円 （５０．６％）

一般財源

入所園児１人
あたりコスト

５０万１千６百円

全体コスト
入所園児１人
あたりコスト

９９万１千９百円

一般財源



③　ごみ収集・処理業務

　 廃棄物のうち、家庭などから排出されるご

人にかかるコスト みの収集運搬、焼却処理などに要する経費

１億２，２０３万円 です。　内訳は、ごみの収集運搬業務や清掃

（１１．６％） センターの施設の管理運営及び運営委託経

費、施設の減価償却費などの物にかかるコ

移転支出的なコスト ストが最も多く、次いで人にかかるコスト、施

３５８万円 設の建設財源とした市債の利子（その他のコ

（０.３％） スト）の順となっています。

　 また、全体コスト１０億５，４０１万円に対して

その他のコスト 手数料等の特定財源を除く、７億３８７万円に

７，９７２万円

（７．６％）

１０億５，４０１万円

７億３８７万円

④　市立小学校

　   篠山市内の１９小学校の管

　理運営に要する経費です。

　　 内訳は、小学校の施設の光

　熱水費や施設の保守管理委託

料、教材などの物件費、修繕等の維持補修費、

移転支出的なコスト 施設の減価償却費などの物にかかるコストが

２，５２４万円 最も多くなっています。　　次いで施設の建設

（３．６％） 財源とした市債の利子（その他のコスト）の順と

その他のコスト 　 また全体コスト７億６９６万円に対して、使用

１億１，３２０万円 料や国・県の補助金等の特定財源を除いた、

（１６．０％） ６億９，７５７万円に市税等の一般財源が充てら

れました。

７億６９６万円

６億９，７５７万円

（国・県補助金等）

９３９万円（１．３％）

なっています。

市税等の一般財源が充てられました。

６万６千２百円

４万４千２百円

６億９，７５７万円

特定財源

小学生１人あたり
コスト

２６万６百円

（８０．４％）

全体コスト
小学生１人あたり

コスト
２６万４千１百円

一般財源

全体コスト

一般財源

市民１世帯あたり
コスト

市民１世帯あたり
コスト

（９８．７％）

物にかかるコスト 一般財源

５億６，８５２万円 （市税等）

〔コスト（経費）〕 〔財　　源〕

〔財　　源〕〔コスト（経費）〕

７億３８７万円

特定財源（手数料等）

３億５，０１４万円

（３３．２％）

（６６．８％）

物にかかるコスト

８億４，８６８万円

（市税等）

（８０.５％）

一般財源



⑤　図書館管理業務

人にかかるコスト 　図書館での図書（雑誌・ビデオ・

２，５６０万円 CDなど）の貸し出しや館の維持

（１０．７％） 管理などに要する経費です。

内訳は、図書の購入に係るコストと施設の維持

移転支出的なコスト 管理に必要な光熱水費のコストなど物に係るコ

９万円 ストがほとんどを占めています。

（０．０％） 　また、全体コスト２億３，８４５万円に対して

手数料等の特定財源を除く２億３，８１９万円

その他のコスト に市税等の一般財源が充てられました。

（８．８％）

２億３，８４５万円

２億３，８１９万円

〔コスト（経費）〕 〔財　　源〕

一般財源

物にかかるコスト （市税等）

全体コスト
入館者１人あたり

コスト １千１百円

一般財源

特定財源

入館者１人あたり
コスト １千１百円

１億９，１９３万円

２，０８３万円

（使用料手数料等）

２６万円（０．１％）

２億３，８１９万円

（８０．５％） （９９．９％）


